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１．18 年 3月期の連結業績（平成 17 年 4月１日～平成 18 年 3月 31 日） 

(1)連結経営成績                                   （百万円未満切捨て表示） 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

18 年 3 月期 262,402 1.4 3,913 △  5.7 3,541 △  1.8 

17 年 3 月期 258,794 △  0.4 4,150 △  6.4 3,606 △  2.2 

 

 当 期 純 利 益 
1 株当たり

当期純利益

潜在株式調整後
1 株 当 た り
当 期 純 利 益

株 主 資 本

当期純利益率

総 資 本 

経 常 利 益 率 

売 上 高

経 常 利 益 率

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

18 年 3 月期 2,676 △ 34.9 25.74 25.16 5.0 2.1 1.3 

17 年 3 月期 4,110 109.5 37.97 37.17 7.7 2.2 1.4 

(注)  ①持分法投資損益     18 年 3 月期       27 百万円         17 年 3 月期       16 百万円 

②期中平均株式数（連結） 18 年 3 月期 103,178,480 株         17 年 3 月期 107,701,167 株 

③会計処理の方法の変更  有 

④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

(2)連結財政状態 

 総  資  産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 

18 年 3 月期 170,815 53,824 31.5 530.98 

17 年 3 月期 166,750 54,314 32.6 520.96 

(注)  期末発行済株式数（連結） 18 年 3 月期 101,327,822 株     17 年 3 月期 104,217,411 株 

(3)連結キャッシュ・フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

期 末 残 高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

18 年 3 月期 1,917 △    870 △  4,480 33,149 

17 年 3 月期 4,612 3,874 △  6,930 36,046 

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

 連結子会社数 21 社  持分法適用非連結子会社数 －社  持分法適用関連会社数 1 社 

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

 連結（新規） －社  （除外） －社   持分法（新規） －社  （除外） －社 

 

２．19 年 3月期の連結業績予想（平成 18 年 4月１日～平成 19 年 3月 31 日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 百万円 百万円 百万円 

中 間 期 116,500 △   1,700 △   1,100 

通  期 270,000 3,800 2,300 

(参考) １株当たり予想当期純利益(通期) 22 円 70 銭 

※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な

要因によって予想数値と異なる場合があります。 
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１．企業集団の状況 

当社グループは、ナイス株式会社（当社）および子会社３０社、関連会社１社より構成されており、

住宅資材の販売、不動産の販売・仲介・賃貸・総合管理を主な事業としているほか、これらに付帯する

建築工事・サービス業等を営んでおります。 

事業の系統図は以下のとおりであります。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜連結子会社＞ 
 ナイスコミュニティー㈱ 
 ナイスコミュニティーサービス㈱ 
 横浜不動産情報㈱ 

＜連結子会社＞ 
 ナイス賃貸情報サービス㈱ 

不動産の賃貸 賃貸用不動産の管理 

 
 

住 宅 資 材 事 業 
 
 
 
 

不 動 産 事 業 

住宅資材の販売 
ナイス株式会社(当社) 

 

一 
 

 

般 
 

 

顧 
 

 

客 

 

得 

意 

先 

＜連結子会社＞ 
 榮和建物㈱ 

＜連結子会社＞ 
 ナイスコンピュータシステム㈱ 
 ナイス経済研究センター㈱ 

＜連結子会社＞ 
 ナイスリフォームプラザ㈱  
 ナイスハーティホーム㈱ 
 ㈲アドバンテージ 

事務業務請負 

＜連結子会社＞ 
 ナイスユニテック㈱ 
 榮佑建設㈱ 

建築工事請負 

＜連結子会社＞ 
 ライブピア㈱ 他２社 
＜非連結子会社＞ 
アドバン・コム㈱ 他４社 

＜持分法適用関連会社＞ 
YOU テレビ㈱ 

倉庫･運送業務請負 

 

得 

意 

先 

［ 

住 

宅 

資 

材 

事 

業 

］ 

［ 

不 

動 

産 

事 

業 

］ 

［ 

そ 

の 

他 

の 

事 

業 

］ 

＜連結子会社＞ 
 ナイスプレカット㈱ 
 テクノワークス㈱ 
 ウッドランド㈱ 
 ナイス インターナショナル アメリカ コーポレーション 
 ナイス インターナショナル カナダ コーポレーション 

＜連結子会社＞ 
 ナイスザイコー㈱ 

住宅資材の販売 

住宅資材の販売 

＜非連結子会社＞ 
 木と住まい総合研究所㈱ 他３社  
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関係会社の状況 

 
議 決 権 の

所 有 ( 被 所 有 ) 割 合
名    称 住   所 

資 本 金 

又は出資金 

主要な事業の

内 容
所 有 割 合 被所有割合

役員の 

兼任等 
関  係  内  容 

《連結子会社》  百万円  ％ ％ 人  

ナ イ ス プ レ カ ッ ト ㈱ 
横 浜 市 

鶴 見 区 
50 住宅資材事業   100 ─ 8 

住宅資材の仕入 

工場の賃貸 

テ ク ノ ワ ー ク ス ㈱ 
横 浜 市 

鶴 見 区 
50 〃    55 ─ 5 

住宅資材の仕入 

事務所の賃貸 

ナ イ ス ザ イ コ ー ㈱ 
京 都 市 

南 区 
100 〃    97 ─ 6 住宅資材の販売 

ウ ッ ド ラ ン ド ㈱ 
横 浜 市 

鶴 見 区 
10 〃   100 ─ 6 

住宅資材の仕入 

事務所の賃貸 

ナ イ ス 賃 貸 情 報 

サ ー ビ ス ㈱ 

横 浜 市 

鶴 見 区 
50 不 動 産 事 業   100 ─ 6 賃貸用不動産の賃貸及び管理委託 

ナイスコミュニティー㈱ 
横 浜 市 

鶴 見 区 
150 〃   100 ─ 3 事務所の保守管理の委託 

ナイスコミュニティー 

サ ー ビ ス ㈱ 

東 京 都 

江 東 区 
30 〃 

  100

 (100)
─ 2    ─ 

横 浜 不 動 産 情 報 ㈱ 
横 浜 市 

西 区 
100 〃    70 ─ 4    ― 

ナ イ ス ユ ニ テ ッ ク ㈱ 
横 浜 市 

鶴 見 区 
300 その他の事業   100 ─ 6 

住宅設備機器等の工事発注 

事務所の賃貸 

榮 佑 建 設 ㈱ 
横 浜 市 

鶴 見 区 
100 〃   100 ─ 5 ツーバイフォー住宅等の工事発注 

ナ イ ス コ ン ピ ュ ー タ 

シ ス テ ム ㈱ 

横 浜 市 

鶴 見 区 
60 〃   100 ─ 5 

ソフトウェアの開発委託 

事務所の賃貸 

ナイス経済研究センター㈱ 
横 浜 市 

鶴 見 区 
10 〃   100 ─ 4 

事務業務等の委託 

事務所の賃貸 

榮 和 建 物 ㈱ 
横 浜 市 

鶴 見 区 
400 〃   100 ─ 5 

倉庫・運送業務の委託 

倉庫の賃貸、資金の貸付 

ナイスリフォームプラザ㈱ 
横 浜 市 

鶴 見 区 
50 〃 

  100

(100)
─ 5 

住宅資材の販売 

事務所の賃貸 

ナイスハーティホーム㈱ 
横 浜 市 

鶴 見 区 
30 〃 100 ─ 5 住宅資材の販売 

㈲ ア ド バ ン テ ー ジ 
愛 知 県 

春 日 井 市 
5 〃 

  100

 (100)
─ 7 

住宅資材の販売 

事務所の賃貸 

ラ イ ブ ピ ア ㈱ 
横 浜 市 

鶴 見 区 
200 〃   100 ─ 5 店舗の賃貸、資金の貸付 

ア イ ・ オ ー オ ー ㈱ 
横 浜 市 

鶴 見 区 
30 〃 

  100

 (100)
─ 5    ─ 

ナイス インコーポレーティッド 
米国 オレゴン州 

ポ ー ト ラ ン ド 

千 US$ 
7,000 

〃   100 ─ 5    ─ 

ナイス インターナショナル 

アメリカ コーポレーション 

米国 オレゴン州 

ポ ー ト ラ ン ド 

千 US$ 

500 
住宅資材事業

  100

 (100)
─ 1 北米産木材等の仕入 

ナイス インターナショナル 

カ ナ ダ  コ ー ポ レ ー シ ョ ン 

カナダ ブリティッシュ 

コロンビア州 バンクーバー 

千 CAN$ 

1,200 
〃 

  100

 (100)
─ 1    〃 

《持分法適用関連会社》  百万円    

Ｙ Ｏ Ｕ テ レ ビ ㈱ 
横 浜 市 

鶴 見 区 
2,726 その他の事業  26.4 ─ 3    ─ 

 

(注) 1．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

   2．特定子会社に該当する会社はありません。 

   3．日榮ファイナンス㈱は、有価証券報告書を提出しております。 

   4．売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が 100 分の 10 を超える子会社は 

      ありません。 

   5．連結財務諸表に重要な影響を与えている債務超過の状況にある関係会社はありません。 

   6．議決権の所有割合の ( ) 内は、間接所有割合で内数であります。 

   7．ナイスコミュニティー㈱とナイスハーティホーム㈱は、平成 18 年 4月 1日に合併しております。 
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２．経営方針 

（１）経営の基本方針 

当社グループは、事業領域を住生活産業に特化し、「お客様の素適
．．

な住まいづくりを心を込めて応援

する企業を目指します。」を経営理念としています。 

この経営理念の実現のために、住宅資材事業と不動産事業の二本柱で、それぞれの保有する情報、ノ

ウハウ、技術などを相互に生かした商品・サービスを提供することで、収益の増大と企業価値の向上を

図り、株主の皆様をはじめ当社に関係する方々への利益の還元と社会的貢献に努めてまいります。 

（２）利益配分に関する基本方針 
利益配分につきましては、株主の皆様への配当を安定的かつ継続して行うとともに、収益基盤の強化

のために内部留保を確保することを基本方針としています。内部留保資金については、営業拠点や物流

センターの拡充などによる競争力強化のための投資、ならびに有利子負債の圧縮などの財務体質強化の

ための資金として活用してまいります。 

配当性向については、30％を目処とするとともに、株主還元としての自己株式の取得も弾力的に実施

していく所存であり、当期において 6,117 千株の自己株式を取得しました。 

（３）目標とする経営指標 

当社は、収益性や資本効率改善の観点から、総資本経常利益率と 1 株当たり当期純利益の向上を目指

しています。収益の向上と、自己株式の取得ならびに有利子負債の圧縮により、中期的な目標値は総資

本経常利益率 3.5％、1 株当たり純利益 30 円を目処としています。 

（４）中長期的な経営戦略と会社が対処すべき課題 

住宅関連業界においては、木造一戸建住宅を中心とする持家の着工戸数が減少する一方で、分譲マン

ションについては高水準の供給が続くなど、業界内での競争は一段と激化しています。 

住宅資材事業では、平成 13 年から「住まいの構造改革」をテーマに、昭和 56 年以前の旧耐震基準で

建築された住宅の建て替えや耐震補強の促進に全社をあげて取り組んでいます。 

本事業では、木材から建材・住宅設備機器までの総合物流体制のもとで、精度の高い集成材と接合金

物による耐震工法の提供や、住宅資材の総合展示会「ナイスわくわくフェア」の開催などを通じて取引

先販売店および工務店と一体となって、最終消費者の皆様に安心・安全な住まいづくりのための商品・

サービスを提供しています。また、インターネットによる受発注システムや工務店向けの営業サポート

システムなど、当社の独自性を生かした資材販売の仕組みによる需要の掘り起こしと新規取引先の開拓

に注力しています。 

不動産事業では、一般家庭の平均像「４人家族」に対応した 75 ㎡タイプの４ＬＤＫマンションと、外

観に木・土・石などの色と重厚感のある素材を生かした「レイヤードブラウン様式」をベースとした商

品企画を進めています。さらに、当社が分譲するマンションは、免震構造の採用、もしくは耐震強度を

建築基準法に定められた基準値の 1.25 倍とする「強耐震
．．．

構造」を標準化するとともに、一戸建住宅にお

いても集成材と接合金物による「パワービルド工法」に統一しております。 

本事業では、これらの商品企画および徹底したエリア密着の営業活動により早期完売体制を堅持する

とともに、優良土地の仕入れによる安定した業績確保を目指しています。 

（５）親会社等に関する事項 
該当事項はありません。 
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３．経営成績及び財政状態 

（１）経営成績 

①当期の業績全般の概況 

売上高は、前期より 36 億 7 百万円（1.4％）増加し 2,624 億 2 百万円となりました。木材市場売上高

の減少により、住宅資材事業は 8 億 78 百万円（0.5％）減少しましたが、不動産事業が当期におけるマ

ンションおよび一戸建住宅とも完成・引渡し戸数が増加したことにより 49 億 6 百万円（7.7％）増加し

たことなどによります。 

営業利益は、前期より 2 億 36 百万円（5.7％）減少し 39 億 13 百万円となり、経常利益は、前期より

65 百万円（1.8％）減少し 35 億 41 百万円となりました。 

当期純利益は、前期には連結子会社で保有していた賃貸用店舗の売却による固定資産売却益 36 億 78

百万円の計上があったことから、14 億 33 百万円（34.9％）減少し、26 億 76 百万円となりました。当期

においては、厚生年金基金の代行返上益 26 億 61 百万円を特別利益として計上する一方、米国子会社の

有償減資等による投資資金約 52 億円の回収に伴う為替差損 5 億 56 百万円および固定資産の減損損失 12

億 54 百万円を特別損失として計上しております。 

②当期のセグメント別の概況 

（セグメント別売上高の内訳） 
（単位：百万円） 

事  業 部  門 当  期 前  期 増  減 

住 宅 資 材 157,167 155,466 1,701 

木 材 市 場 27,871 30,451 △  2,580 
住宅資材 

事  業 
計 185,039 185,917 △    878 

マンション 47,090 43,040 4,049 

一戸建住宅 8,433 8,141 292 

管理その他 12,825 12,261 564 

不 動 産 

事  業 

計 68,349 63,443 4,906 

建 築 工 事 5,020 5,406 △    386 

そ の 他 3,993 4,026 △     33 
その他の 

事  業 
計 9,013 9,433 △    420 

合     計 262,402 258,794 3,607 

（セグメント別営業利益） 
（単位：百万円） 

 当  期 前  期 増  減 

住宅資材事業 966 1,247 △   281 

不 動 産 事 業 5,459 5,631 △   171 

その他の事業 78 △    137 216 

計 6,504 6,740 △   235 

消去又は全社 △  2,590 △  2,589 △     1 

連 結 3,913 4,150 △   236 
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【住宅資材事業】 

物流センターを基点とした営業拠点網の拡充等により、木材および建材・住宅設備機器等の取扱高は

増加しましたが、木材単価の下落などにより木材市場売上高が減少し、売上高は 1,850 億 39 百万円（前

期比 0.5％の減少）となりました。営業利益は、販売費等の圧縮に努めたものの、競争が激化するなか

での総利益率の低下により、9 億 66 百万円（前期比 22.5％の減少）となりました。 

（商品別売上高） 
                          （単位：百万円） 

 当  期 前  期 増  減 

住 宅 資 材 部 門 157,167 155,466 1,701 

木 材 42,653 41,979 673 

プ レ カ ッ ト 材 11,736 11,631 105 

建材・住宅設備機器 102,777 101,856 921 

木 材 市 場 部 門 27,871 30,451 △  2,580 

合     計 185,039 185,917 △    878 

■住宅資材部門 

・主力の首都圏では、横浜(神奈川県)、越谷(埼玉県)、木更津(千葉県)、茨城(茨城県)の各物流センタ

ーを基点に、9 ヵ所に新規の営業拠点を開設しました。 

・販売店とのインターネットによる受発注システム「ナイスアドバン」の取扱高が倍増し、住宅資材売

上高の 10％以上となる年間 180 億円規模になりました。 

・(財)住宅保証機構の検査・確認で、住宅建設の工事出来高により販売店と工務店が代金を受け取る

「ハッピーシステム」を、各地の有力銀行と提携して、本格的にスタートさせました。 

■木材市場部門 

・木材の平均単価が、1 年を通じて緩やかな下落傾向で推移したことと、木材市場に加盟する卸売業者

の減少から 8.5％の減収となりました。 

【不動産事業】 

マンション・一戸建住宅とも完成・引渡し戸数が増加し、売上高は 683 億 49 百万円（前期比 7.7％の

増加）となりました。営業利益は次期引渡し予定の大型マンションの販売開始による広告宣伝費の増加

などにより、54 億 59 百万円（前期比 3.0％の減少）となりました。 

                                    （単位：戸） 

売 上 計 上 戸 数 契 約 戸 数 
 

当 期 前 期 増 減 当 期 前 期 増 減 

マ ン シ ョ ン 部 門 1,519 1,316 203 1,778 1,296 482 

首 都 圏 1,070 933 137 1,438 817 621 

地 方 449 383 66 340 479 △ 139 

一 戸 建 住 宅 部 門 248 236 12 232 243 △  11 

計 1,767 1,552 215 2,010 1,539 471 

■マンション部門 

・契約戸数は前期比 482 戸（37.2％）の増加となり、次期に完成・引渡しを予定している 1,540 戸のう

ち 913 戸（59.3％）が契約済みになりました。 

・今後、当社が分譲するマンションは、免震構造の採用、もしくは耐震強度を建築基準法に定める基準

値の 1.25 倍の「強耐震
．．．

構造」とすることを標準仕様としました。 

・マンション用地価格が上昇するなかで取得競争が一段と激化しましたが、土地仕入体制の拡充により、

次期以降の物件で 4,000 戸相当以上の用地が取得または契約済みとなりました。 

■一戸建住宅部門 

・土地価格の底打ちと、分譲業者の地方進出が進んだことから、用地取得競争は一段と激化しましたが、
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売上高・売上計上戸数とも前期を上回ることができました。 

・次期の売上計上戸数は 300 戸を計画しており、販売を開始したうち 44 戸が契約済みとなりました。 

■管理その他 

・ナイスコミュニティー(株)が管理するマンション等の総合管理戸数は、前期末比 1,553 戸増加の

45,884 戸となりました。 

・不動産仲介は個人用・法人向けとも順調に推移し、売上高は前期比 9.8％の増加となりました。 

【その他の事業】 

主に建築工事部門の減収により、売上高は 90 億 13 百万円（前期比 4.5％の減少）となりましたが、

グループ子会社の収益改善により営業利益は 78 百万円（前期は 1 億 37 百万円の損失）となりました。 

③次期の見通し 
（単位：百万円） 

 次  期 当  期 増  減 

売 上 高 270,000 262,402 7,597 

営 業 利 益 4,400 3,913 486 

経 常 利 益 3,800 3,541 258 

当 期 純 利 益 2,300 2,676 △    376 

（次期セグメント別売上高計画） 
（単位：百万円） 

事  業 部  門 上 半 期 下 半 期 通  期 

住 宅 資 材 80,300 82,700 163,000 

木 材 市 場 13,400 13,100 26,500 
住宅資材 

事  業 
計 93,700 95,800 189,500 

マンション 8,200 43,100 51,300 

一戸建住宅 4,700 5,300 10,000 

管理その他 5,900 6,300 12,200 

不 動 産 

事  業 

計 18,800 54,700 73,500 

建 築 工 事 2,200 1,400 3,600 

そ の 他 1,800 1,600 3,400 
その他の 

事  業 
計 4,000 3,000 7,000 

合     計 116,500 153,500 270,000 

次期の見通しにつきましては、緩やかな景気回復が見込まれるなかで、住宅用地価格の高騰ならびに

原油や素材価格の上昇が懸念される一方、持家住宅については着工戸数の減少傾向が続くなど住宅関連

業界では、引き続き先行き不透明な状況での競争の激化が予想されます。 

住宅資材事業においては、新規拠点の営業基盤の早期確立に努めるほか、業務の一層の効率化と販売

費等の削減に努めてまいります。あわせて、「住まいの構造改革」をキーワードに、1,150 万戸といわ

れる大地震で倒壊の危険性がある旧耐震基準で建てられた住宅の建て替えや耐震リフォーム需要の喚起

に努めてまいります。 

不動産事業においては、引き続き徹底したエリア密着の営業活動による早期完売体制の堅持と、優良

土地の仕入れに注力してまいります。また、マンションの耐震強度を建築基準法に定める基準値の 1.25

倍とすることを全物件に採用するほか、お客様が建築現場の映像をリアルタイムで確認できるシステム

も導入するなど、従来にも増して安心・安全な住まいづくりを推進いたします。 

次期の業績予想につきましては、売上高 2,700 億円、営業利益 44 億円、経常利益 38 億円、当期純利

益 23 億円を見込んでいます。 
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（２）財政状態 

①総資産・負債・資本の状況 

総資産は、前期末に比べ、40 億 64 百万円増加し 1,708 億 15 百万円となりました。積極的な用地仕入

れによる販売用不動産の増加および株価上昇により投資有価証券が増加したことなどが主な要因です。 

負債は、支払手形および買掛金の増加などにより、前期末に比べ、45 億 10 百万円増加して 1,167 億

82 百万円となりました。 

資本は、その他有価証券評価差額金などが増加しましたが、自己株式の取得などにより、前期末に比

べ 4 億 90 百万円減少して 538 億 24 百万円となりました。 

②当期のキャッシュ・フローの状況 
（単位：百万円） 

 当  期 前  期 増  減 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,917 4,612 △  2,695 

投資活動によるキャッシュ・フロー △    870 3,874 △  4,744 

財務活動によるキャッシュ・フロー △  4,480 △  6,930 2,449 

換 算 差 額 536 92 443 

現金及び現金同等物の増減額 △  2,897 1,649 △  4,546 

現金及び現金同等物の期首残高 36,046 34,397 1,649 

現金及び現金同等物の期末残高 33,149 36,046 △  2,897 

当期における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前期末に比べ 28 億 97 百

万円（8.0％）減少し、当期末は 331 億 49 百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動による資金の増加は、19 億 17 百万円となりました。これは、主として税金等調整前当期純利

益 48 億 93 百万円および仕入債務の増加 36 億 31 百万円などの増加要因があった一方、分譲マンションの

建築および用地取得等によりたな卸資産が 65 億 89 百万円増加したことなどによります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動による資金の減少は、8 億 70 百万円となりました。これは、固定資産の売却による収入が 13

億 73 百万円ありましたが、貸付金が 9 億 75 百万円増加したほか、投資有価証券を 7 億 72 百万円取得し

たことなどによります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動による資金の減少は、44 億 80 百万円となりました。これは、社債・借入金を 18 億 41 百万円

圧縮したことと、自己株式を 27 億 21 百万円取得したことなどによります。 

なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

 平成14年3月期 平成15年3月期 平成16年3月期 平成17年3月期 平成18年3月期

自己資本比率（％） 29.5 30.1 31.2 32.6 31.5 

時価ベースの自己資本比率（％） 14.3 12.1 18.0 23.4 26.4 

債務償還年数（年） 5.1 － 5.5 11.9 27.7 

インタレスト・カバレッジ・レシオ 9.0 － 8.9 4.5 2.0 

（注）自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

1．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。 

2．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しています。 

3．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用して

います。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象
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としています。また、利払いについては連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しています。 

4．平成 15 年 3 月期の債務償還年数およびインタレスト・カバレッジ・レシオは、営業キャッシュ・フローが

マイナスのため記載しておりません。 

 

（３）事業上のリスク 
当社は、住宅資材事業と不動産事業をコア事業と位置づけています。両コア事業ならびに関連事業に

ついてもリスクの発生の軽減に努めていますが、事業を展開する上でリスクとなる可能性のある主な要

因を次のように認識しています。 

①住宅資材事業は、全国の木材店・建材店などを通じて各地のビルダーや工務店に幅広く木材・建材・

住宅設備機器などの資材を供給しています。従って、何らかの要因により住宅着工戸数が大幅に変動

した場合および取扱商品の市況ならびに需給に急激な変動があった場合は、当社の業績に影響をおよ

ぼす可能性があります。 

②不動産事業におけるマンションと一戸建住宅の分譲事業では、用地を先行して取得することから、地

価動向や用地の需給に大幅な変動があった場合は、当社の業績に影響をおよぼす可能性があります。 

③有利子負債については、引き続き圧縮を図るとともに、金利の固定化も進めておりますが、将来にお

いて金利が上昇した場合は、当社の業績に影響をおよぼす可能性があります。 
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４．連結財務諸表等 

（１）連結貸借対照表 
（単位：百万円，％） 

当連結会計年度 

(平成18年3月31日) 

前 連 結 会 計 年 度 

(平成17年3月31日) 

増   減 

（△は減） 

期  別 

 

科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 

（ 資 産 の 部 ）  

Ⅰ 流 動 資 産 119,536 70.0 115,193 69.1 4,343

  現 金 及 び 預 金 33,244 36,108  △    2,864

  受取手形及び売掛金 34,162 34,711  △      548

  有 価 証 券 － 49  △       49

  商 品 5,874 6,001  △      126

  販 売 用 不 動 産 41,117 34,470  6,646

  未 成 工 事 支 出 金 969 887  82

  繰 延 税 金 資 産 2,127 1,686  440

  そ の 他 2,140 1,383  757

  貸 倒 引 当 金 △       100 △       105  4

Ⅱ 固 定 資 産 51,278 30.0 51,557 30.9 △      278

(1) 有 形 固 定 資 産 36,784 38,697  △    1,913

  建 物 及 び 構 築 物 7,945 9,026  △    1,080

  土 地 27,859 28,598  △      738

  そ の 他 978 1,073  △       94

(2) 無 形 固 定 資 産 1,190 1,878  △      688

(3) 投資その他の資産 13,304 10,980  2,323

  投 資 有 価 証 券 10,684 7,437  3,246

  長 期 貸 付 金 901 235  665

  繰 延 税 金 資 産 72 124  △       52

  再評価に係る繰延税金資産 － 1,734  △    1,734

  そ の 他 1,765 1,588  177

  貸 倒 引 当 金 △       119 △       140  20

  資 産 合 計 170,815 100.0 166,750 100.0 4,064

（ 負 債 の 部 ）     

Ⅰ 流 動 負 債 79,108 46.3 82,491 49.5 △    3,383 

  支払手形及び買掛金 46,434 42,789  3,644 

  短 期 借 入 金 17,156 25,781  △    8,625 

  一 年 内 償 還 社 債 2,380 880  1,500 

  未 払 法 人 税 等 224 1,356  △    1,132 

  賞 与 引 当 金 1,433 1,259  173 

  そ の 他 11,479 10,423  1,056 

Ⅱ 固 定 負 債 37,674 22.1 29,780 17.8 7,893 

  社 債 4,300 4,680  △      380 

  長 期 借 入 金 20,685 15,021  5,663 

  繰 延 税 金 負 債 1,232 17  1,215 

  再評価に係る繰延税金負債 3,262 －  3,262 

  退 職 給 付 引 当 金 93 2,060  △    1,966 

  役 員 退 職 引 当 金 527 477  49 

  受 入 保 証 金 7,573 7,524  49 

  負 債 合 計 116,782 68.4 112,272 67.3 4,510 

（少数株主持分）     

 少 数 株 主 持 分 208 0.1 164 0.1 44 

（ 資 本 の 部 ）     

Ⅰ 資 本 金 22,069 12.9 22,069 13.2 － 

Ⅱ 資 本 剰 余 金 23,444 13.7 23,689 14.2 △      244 

Ⅲ 利 益 剰 余 金 14,557 8.5 15,300 9.2 △      742 

Ⅳ 土地再評価差額金 △    2,848 △ 1.7 △    2,527 △ 1.5 △      320 

Ⅴ その他有価証券評価差額金 2,829 1.7 1,378 0.8 1,450 

Ⅵ 為替換算調整勘定 △      626 △ 0.3 △    1,747 △ 1.0 1,120 

Ⅶ 自 己 株 式 △    5,601 △ 3.3 △    3,847 △ 2.3 △    1,754 

  資 本 合 計 53,824 31.5 54,314 32.6 △      490 

 負債､少数株主持分及び資本合計 170,815 100.0 166,750 100.0 4,064 
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（２）連結損益計算書 

（単位：百万円，％） 

当連結会計年度 

自平成17年4月 1日 

至平成18年3月31日 

前 連 結 会 計 年度 

自平成16年4月 1日 

至平成17年3月31日 

増   減 

（△は減） 

 

期  別 

 

 

科   目 金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 

Ⅰ 売 上 高 262,402 100.0 258,794 100.0 3,607 

Ⅱ 売 上 原 価 229,739 87.6 226,047 87.3 3,691 

  売 上 総 利 益 32,662 12.4 32,747 12.7 △       84 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 28,748 11.0 28,596 11.0 152 

  営 業 利 益 3,913 1.5 4,150 1.6 △      236 

Ⅳ 営 業 外 収 益 726 0.3 645 0.2 81 

  受 取 利 息 239  115  123 

  受 取 配 当 金 110  118  △        8 

  保 険 配 当 金 80  98  △       17 

  持分法による投資利益 27  16  11 

  そ の 他 268  296  △       28 

Ⅴ 営 業 外 費 用 1,099 0.4 1,190 0.5 △       90 

  支 払 利 息 992  1,049  △       56 

  そ の 他 106  140  △       34 

  経 常 利 益 3,541 1.3 3,606 1.4 △       65 

Ⅵ 特 別 利 益 3,252 1.2 3,737 1.4 △      484 

  固 定 資 産 売 却 益 591  3,678  △    3,086 

  投資有価証券売却益 －  5  △        5 

  厚生年金基金代行返上益 2,661  －  2,661 

  役員退職引当金戻入額 －  53  △       53 

Ⅶ 特 別 損 失 1,900 0.7 257 0.1 1,643 

  固 定 資 産 売 却 損 56  247  △      191 

  固 定 資 産 除 却 損 33  9  23 

  減 損 損 失 1,254  －  1,254 

  関係会社減資に伴う為替差損 556  －  556 

  税金等調整前当期純利益 4,893 1.9 7,086 2.7 △    2,193 

  法人税､住民税及び事業税 419  1,318  △      898 

  法 人 税 等 調 整 額 1,734  1,624  110 

  少 数 株 主 利 益 61  33  27 

  当 期 純 利 益 2,676 1.0 4,110 1.6 △    1,433 
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（３）連結剰余金計算書 
（単位：百万円） 

当 連 結 会 計 年 度 

自平成17年4月 1日 

至平成18年3月31日 

前 連 結 会 計 年 度 

自平成16年4月 1日 

至平成17年3月31日 

期  別 

 

 

科   目 金  額 金  額 

 （ 資 本 剰 余 金 の 部 ）     

Ⅰ 資 本 剰 余 金 期 首 残 高  23,689  23,596 

Ⅱ 資 本 剰 余 金 増 加 高     

自 己 株 式 処 分 差 益 － － 92 92 

Ⅲ 資 本 剰 余 金 減 少 高     

自 己 株 式 処 分 差 損 244 244 － － 

Ⅳ 資 本 剰 余 金 期 末 残 高  23,444  23,689 

     

 （ 利 益 剰 余 金 の 部 ）     

Ⅰ 利 益 剰 余 金 期 首 残 高  15,300  12,183 

Ⅱ 利 益 剰 余 金 増 加 高     

当 期 純 利 益 2,676 2,676 4,110 4,110 

Ⅲ 利 益 剰 余 金 減 少 高     

配 当 金 625  545  

役 員 賞 与 21  23  

土 地 再 評 価 差 額 金 取 崩 額 2,773 3,419 424 992 

Ⅳ 利 益 剰 余 金 期 末 残 高  14,557  15,300 
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（４）連結キャッシュ･フロー計算書 
（単位：百万円） 

当連結会計年度 

自平成17年4月 1日 

至平成18年3月31日 

前連結会計年度 

自平成16年4月 1日 

至平成17年3月31日 

期  別 

 

 

科   目 金  額 金  額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ･フロー   

  税金等調整前当期純利益 4,893 7,086 

  減価償却費 1,060 1,075 

  減損損失 1,254 － 

  貸倒引当金の減少額 △      25 △      66 

  賞与引当金の増加額 173 10 

  退職給付引当金の増減額 △   1,966 135 

  役員退職引当金の増減額 49 △      26 

  受取利息及び受取配当金 △     349 △     233 

  支払利息 992 1,049 

  持分法による投資利益 △      27 △      16 

  投資有価証券売却益 － △       5 

  有形固定資産除売却損益 △     498 △   3,421 

  売上債権の減少額 571 869 

  たな卸資産の増加額 △   6,589 △   1,277 

  仕入債務の増加額 3,631 2,748 

  役員賞与 △      21 △      23 

  その他 799 △   2,095 

  小      計 3,946 5,809 

  利息及び配当金の受取額 353 238 

  利息の支払額 △     979 △   1,028 

  法人税等の支払額 △   1,402 △     406 

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,917 4,612 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

  有価証券の取得による支出 △      49 △      49 

  有価証券の売却による収入 99 49 

  有形固定資産の取得による支出 △     213 △   1,130 

  有形固定資産の売却による収入 1,373 5,388 

  投資有価証券の取得による支出 △     772 △      30 

  投資有価証券の売却による収入 － 25 

  貸付けによる支出 △   1,163 △      69 

  貸付金の回収による収入 187 153 

  その他 △     331 △     463 

 投資活動によるキャッシュ・フロー △     870 3,874 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

  短期借入金の純減少額 △   6,690 △   4,894 

  長期借入れによる収入 11,950 13,350 

  長期借入金の返済による支出 △   8,221 △  17,017 

  社債の発行による収入 2,000 4,500 

  社債の償還による支出 △     880 △     440 

  自己株式の売却による収入 722 710 

  自己株式の取得による支出 △   2,721 △   2,578 

  配当金の支払額 △     625 △     548 

  少数株主への配当金の支払額 △      15 △      12 

 財務活動によるキャッシュ・フロー △   4,480 △   6,930 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 536 92 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 △   2,897 1,649 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 36,046 34,397 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 33,149 36,046 
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【連結財務諸表作成のための基本となる事項】 

 

１．連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社 ２１社 

主要な連結子会社は、「1.企業集団の状況」に記載しているため、省略しております。 

(2)非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社は、木と住まい総合研究所㈱であります。 

非連結子会社９社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除

外しております。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

(1)持分法適用の関連会社 １社 

持分法適用会社は、ＹＯＵテレビ㈱であります。 

(2)持分法を適用しない非連結子会社の名称等 

持分法を適用しない主要な非連結子会社は、木と住まい総合研究所㈱であります。 

非連結子会社９社は、それぞれ連結純損益及び連結利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても

重要性がないため、持分法の適用から除外しております。 

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、ナイスコンピュータシステム㈱他１２社の決算日は１２月３１日、ライブピア㈱及びアイ・オ

ーオー㈱の決算日は２月末日であります。 

連結財務諸表の作成にあたっては、当該各社の事業年度に係る財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要

な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

他の連結子会社の決算日は、連結決算日と同一であります。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

(ｲ)有価証券  

その他有価証券  

時価のあるもの･･････････････････････ 決算日の市場価格等に基づく時価法 

 
（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

時価のないもの･･････････････････････ 移動平均法による原価法 

(ﾛ)たな卸資産  

商品及び販売用不動産････････････････････ 国内連結会社は主として個別法による原価法 

 在外連結子会社は個別法による低価法 

未成工事支出金･･････････････････････････ 個別法による原価法 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

(ｲ)有形固定資産･････････････････････････････ 国内連結会社は定率法 

 

ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（附属設備を除

く）については定額法 

なお、耐用年数及び残存価額については法人税法に規定する方法

と同一の基準 

 在外連結子会社は見積耐用年数に基づく定額法 

(ﾛ)無形固定資産（自社利用ソフトウェア）･･････ 社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法 

(3)重要な引当金の計上基準 

(ｲ)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(ﾛ)賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるため、当連結会計年度の負担すべき支給見込額を計上しております。 
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(ﾊ)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連結

会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10 年）に基づく定率法により費用処

理しております。数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10 年）に基づく定率法により、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。 

(ﾆ)役員退職引当金 

当社は、役員（執行役員を含む）の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額の全額を計上して

おります。 

(4)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。な

お、在外子会社の資産及び負債並びに収益及び費用は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は資

本の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。 

(5)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引は、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっております。 

(6)重要なヘッジ会計の方法 

(ｲ)ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。ただし、為替予約については振当処理の要件を満たしている場合は振当処理

を、金利スワップについては特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。 

(ﾛ)ヘッジ手段とヘッジ対象 

為 替 予 約      ･･･････外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引 

金利スワップ･･･････借  入  金 

(ﾊ)ヘッジ方針 

当社及びウッドランド㈱は社内取扱規則に基づき、商品の外貨建取引に係る為替変動リスクをヘッジする目的で為

替予約を、また当社は変動金利支払いの借入金に係る金利上昇リスクをヘッジする目的で金利スワップを行ってお

ります。 

(ﾆ)ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段及びヘッジ対象について中間期末及び期末毎にヘッジ効果を検証しております。なお、ヘッジ手段とヘ

ッジ対象に関する重要な条件が同一である場合には、本検証を省略しております。 

(7) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税等は、期間

費用として処理しております。 

 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。 

 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 

連結調整勘定は、５年間で均等償却しております。 

 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結会社の利益処分については、連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて処理しております。 

 

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっております。 
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【会計処理の変更】 

固定資産の減損に係る会計基準 

当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成 14 年 8 月 9 日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第 6 号 平成 15 年 10 月 31 日）を適用しております。これにより減損損失 1,254 百万円を特別損失に計上して

おります。減損損失を計上した資産の一部を当連結会計年度に売却しており、固定資産売却損益への影響等を考慮

すると、税金等調整前当期純利益は 464 百万円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸表規則に基づき各資産の金額から直接控除しております。 

 

【追 加 情 報】 

当社及び一部の連結子会社が加入するナイスグループ厚生年金基金は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年

金基金の代行部分（将来分及び過去分）について平成 18 年 3 月 1 日付で厚生労働大臣から返上の認可を受けました。

これに伴い、厚生年金基金代行返上益 2,661 百万円を特別利益に計上しております。 

 

【注 記 事 項】 

連結貸借対照表関係 

  （当連結会計年度）  （前連結会計年度） 

１．有形固定資産の減価償却累計額  15,749 百万円  15,581 百万円 

     

２．非連結子会社及び関連会社の株式等     

投資有価証券(株式)  753 百万円  704 百万円 

     

３．担保資産及び担保付債務     

  担保に供している資産     

販 売 用 不 動 産  10,519 百万円  4,165 百万円 

建 物 及 び 構 築 物  4,761 百万円  5,641 百万円 

土 地  19,254 百万円  20,851 百万円 

投 資 有 価 証 券  3,841 百万円  2,486 百万円 

合   計  38,376 百万円  33,145 百万円 

上記に対応する債務     

短 期 借 入 金  15,831 百万円  24,491 百万円 

長 期 借 入 金  19,435 百万円  13,706 百万円 

合   計  35,266 百万円  38,198 百万円 

     

４．当社の発行済株式総数 普通株式 117,961 千株  117,961 千株 

当社の保有する自己株式数 普通株式 16,633 千株  13,743 千株 

 

５．当社は、土地の再評価に関する法律（平成 10 年 3 月 31 日公布法律第 34 号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、

土地再評価差額金を資本の部に計上しております。なお、当連結会計年度において土地再評価に係る繰延税金資産の

回収可能性の見直しを行った結果、再評価に係る繰延税金資産及び土地再評価差額金はそれぞれ 3,094 百万円減少し、

再評価に係る繰延税金負債は同額増加しております。 

再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令（平成 10 年 3 月 31 日公布政令第 119 号）第２条第４号に定める地価税の計算

のために公表された方法により算定した価額に合理的な調整を行う方法 

再評価を行った年月日  平成 14 年 3月 31 日  

再評価を行った土地の期末における 

時価と再評価後の帳簿価額との差額 
 

6,408 百万円 
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６．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行３行と貸出コミットメント契約を締結しております。 

当連結会計年度末における貸出コミットメント契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。 

  （当連結会計年度）  （前連結会計年度） 

貸出コミットメントの総額  5,000 百万円  5,000 百万円 

借 入 実 行 残 高  －百万円  －百万円 

差 引 額  5,000 百万円  5,000 百万円 

 

連結損益計算書関係 

  （当連結会計年度）  （前連結会計年度） 

１．販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額    

支 払 運 賃  2,848 百万円  2,734 百万円 

広 告 宣 伝 費  2,531 百万円  2,234 百万円 

従 業 員 給 与 ・ 賞 与  9,507 百万円  9,657 百万円 

賞 与 引 当 金 繰 入 額  1,244 百万円  1,076 百万円 

退職給付引当金繰入額  1,313 百万円  922 百万円 

支 払 手 数 料  2,949 百万円  2,804 百万円 

減 価 償 却 費  609 百万円  656 百万円 

２．固定資産売却益の内訳     

建 物 及 び 構 築 物  121 百万円  346 百万円 

土 地  467 百万円  3,331 百万円 

借 地 権  2 百万円  －百万円 

合   計  591 百万円  3,678 百万円 

３．固定資産売却損の内訳     

建 物 及 び 構 築 物  8 百万円  107 百万円 

土 地  48 百万円  140 百万円 

合   計  56 百万円  247 百万円 

４．固定資産除却損の内訳     

建 物 及 び 構 築 物  33 百万円  9 百万円 

５．減損損失の内訳 

当連結会計年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。 

                                                                 （単位：百万円） 

減 損 損 失 
用 途 場 所 

土 地 建 物  借地権 

事 業 用 資 産 静 岡 県 浜 松 市 他 1件   22   41   － 

賃 貸 用 資 産 東 京 都 豊 島 区 他 4件   161   85   724 

厚 生 施 設 新潟県南魚沼郡 他 4件    8   209     － 

事業用資産については管理会計上の区分に基づき、賃貸用資産及び売却予定資産については物件毎にグルーピング

しております。事業用資産及び賃貸用資産については収益性の低下や継続的な地価の下落により、また厚生施設に

ついては売却予定のため、上記資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（1,254 百万円）として特別損失に計上しております。 

なお、当該資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、不動産鑑定評価基準によって算定し

ております。 

 

連結キャッシュ･フロー計算書関係 

  （当連結会計年度）  （前連結会計年度） 

１． 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借 
対照表に掲記されている科目の金額との関係 

   

現 金 及 び 預 金 勘 定  33,244 百万円  36,108 百万円 

預入期間が 3 ヶ月を超える定期預金  △    94 百万円  △    62 百万円 

現金及び現金同等物  33,149 百万円  36,046 百万円 
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セグメント情報 

１．事業の種類別セグメント情報 

当連結会計年度（自 平成 17 年 4月 1日 至 平成 18 年 3月 31 日）                                    （単位：百万円） 

住宅資材 不 動 産     その他の 消去又は 
 

事 業     事 業     事 業     
計 

全 社     
連 結     

Ⅰ 売上高及び営業損益       

   売 上 高                

  (1)外部顧客に対する売上高 185,039 68,349 9,013 262,402            － 262,402 

  (2)セグメント間の内部           

     売上高または振替高           
1,126 240 1,887 3,254  ( 3,254 ) － 

計 186,165 68,590 10,900 265,656  ( 3,254 ) 262,402 

    営 業 費 用          185,199 63,130 10,822 259,151  (    663 ) 258,488 

    営 業 利 益 966 5,459 78 6,504  ( 2,590 ) 3,913 

Ⅱ 資産、減価償却費、減損損失

及び資本的支出 
      

   資 産          72,478 56,296 9,624 138,399 32,415 170,815 

   減 価 償 却 費          638 272 89 1,000 59 1,060 

   減 損 損 失 126 1,063 41 1,232 21 1,254 

   資 本 的 支 出          203 346 7 556 24 581 

 

前連結会計年度（自 平成 16 年 4月 1日 至 平成 17 年 3月 31 日）                                    （単位：百万円） 

住宅資材 不 動 産     その他の 消去又は 
 

事 業     事 業     事 業     
計 

全 社     
連 結     

Ⅰ 売上高及び営業損益       

   売 上 高                

  (1)外部顧客に対する売上高 185,917 63,443 9,433 258,794            － 258,794 

  (2)セグメント間の内部           

     売上高または振替高           
1,228 531 2,307 4,067  ( 4,067 ) － 

計 187,146 63,974 11,740 262,862  ( 4,067 ) 258,794 

    営 業 費 用          185,898 58,343 11,878 256,121  ( 1,477 ) 254,643 

    営 業 利 益 又 は 
    営 業 損 失（△） 1,247 5,631 △   137 6,740  ( 2,589 ) 4,150 

Ⅱ 資産、減価償却費及び 

   資本的支出 
      

   資 産          68,835 58,465 11,956 139,256 27,494 166,750 

   減 価 償 却 費          647 326 34 1,008 67 1,075 

   資 本 的 支 出          1,268 385 6 1,659 37 1,696 

(注) 1．事業区分及び事業の内容 

事業区分は、事業の目的及び種類により下記のとおり区分しております。 

住宅資材事業･･････住宅用木材製品・建材・住宅設備機器等の販売、木材市場の経営 

不 動 産事業･･････マンション・一戸建住宅の販売、マンション等の総合管理、不動産の仲介・賃貸 

その他の事業･･････建築工事、ホームセンター、ソフトウェアの開発及び販売他 

   2．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当連結会計年度 2,748 百万円、前連

結会計年度 2,732 百万円であり、当社の本社管理部門に係る費用であります。 

   3．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は、当連結会計年度 34,111 百万円、前連結会計年度

29,215 百万円であり、その主なものは、当社の現金及び預金、投資有価証券及び管理部門に係る資産等であり

ます。 

２．所在地別セグメント情報 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも 90％を超

えているため、記載を省略しております。 
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３．海外売上高 

海外売上高が連結売上高の 10％未満のため、記載を省略しております。 

 

リース取引 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。 

 

関連当事者との取引 

１．役員及び個人主要株主等 

関 係 内 容 

属性 氏  名 住所 
資本金 

(又は出資金) 

事業の内容 

又 は 職 業      

議決権等の所有

(被所有)割合
役員の

兼任等

事業上

の関係

取 引 の 内 容 
取 引

金 額

日榮ファイナンス㈱との取引
百万円

役員 上村 伍朗 － － 

当社取締役 

日榮ファイナンス㈱

代表取締役社長 

被所有 

直接 0.0％ 
－ － 事務機等のリース料支払 58

(注) 1．取引金額には消費税等は含まれておりません。 

   2．上記取引は、当社取締役上村伍朗が第三者（日榮ファイナンス㈱）の代表者として行ったものであります。 

   3．取引条件は、一般の取引条件と同様に決定しております。 

 

税効果会計 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  （当連結会計年度）

繰 延 税 金 資 産    

販 売 用 不 動 産  573 百万円 

固 定 資 産  665 百万円 

賞 与 引 当 金  589 百万円 

役 員 退 職 引 当 金  214 百万円 

繰 越 欠 損 金  1,741 百万円 

そ の 他  302 百万円 

繰 延 税 金 資 産 小 計   4,087 百万円 

評 価 性 引 当 額   △    972 百万円 

繰 延 税 金 資 産 合 計   3,114 百万円 

繰 延 税 金 負 債    

有価証券評価差額金  △  1,941 百万円 

土 地 圧 縮 積 立 金  △    115 百万円 

そ の 他  △     90 百万円 

繰 延 税 金 負 債 合 計  △  2,147 百万円 

繰延税金資産の純額  967 百万円 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  （当連結会計年度）

連結財務諸表提出会社の法定実効税率  40.7％

（ 調 整 ）   

損 金 不 算 入 の 費 用  3.5 

在外連結子会社受取配当金  2.0 

住 民 税 均 等 割  1.4 

減 損 損 失  1.0 

繰 越 欠 損 金  △    2.8 

連 結 子 会 社 株 式 評 価 損  △    1.8 

そ の 他  0.0 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.0％
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有価証券 

（当連結会計年度） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

(1)連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 
（単位：百万円） 

種               類 取  得  原  価  連結貸借対照表計上額 差    額 

株     式 

そ  の  他 

2,956 

55 

7,712 

87 

4,755 

32 

合       計 3,011 7,800 4,788 

(2)連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの 
（単位：百万円） 

種               類 取  得  原  価  連結貸借対照表計上額 差    額 

株     式 236 218 △       17 

２．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 
（単位：百万円） 

内                     容 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

非上場株式 

 

1,911 

３．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

（単位：百万円） 

区               分 １年以内 １年超５年以内 

そ  の  他 － 87 

合       計 － 87 

（前連結会計年度） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

(1)連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 
（単位：百万円） 

種               類 取  得  原  価  連結貸借対照表計上額 差    額 

株     式 

そ  の  他 

2,391 

55 

4,721 

59 

2,329 

4 

合       計 2,447 4,781 2,333 

(2)連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの 
（単位：百万円） 

種               類 取  得  原  価  連結貸借対照表計上額 差    額 

株     式 69 59 △        9 

２．時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 
（単位：百万円） 

内                     容 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

非上場株式 

 

1,892 

３．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

（単位：百万円） 

区               分 １年以内 １年超５年以内 

債     券（割引金融債） 

そ  の  他 

49 

－ 

－ 

59 

合       計 49 59 

 
デリバティブ取引 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため、記載を省略しております。 
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退職給付 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社及び一部の連結子会社は、確定給付企業年金制度、退職一時金制度及び適格退職年金制度を設けております。 

なお、当社及び一部の連結子会社が加入するナイスグループ厚生年金基金は、確定給付企業年金法の施行に伴い、

厚生年金基金の代行部分（将来分及び過去分）について平成 18 年 3 月 1 日付で厚生労働大臣から返上の認可を受

け、確定給付企業年金制度及び退職一時金制度に移行しました。 

２．退職給付債務に関する事項 

退職給付債務  △ 11,341 百万円

年金資産  11,605 百万円

未積立退職給付債務  263 百万円

会計基準変更時差異の未処理額  －百万円

未認識数理計算上の差異  484 百万円

未認識過去勤務債務  △  599 百万円

連結貸借対照表計上額純額  149 百万円

前払年金費用  242 百万円

退職給付引当金  △   93 百万円

(注) 1．厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。 

2．適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けている連結子会社３社は、退職給付債務の算定にあたり、

簡便法を採用しております。 

３．退職給付費用に関する事項 

勤務費用  800 百万円

利息費用  339 百万円

期待運用収益  △  233 百万円

会計基準変更時差異の費用処理額  －百万円

数理計算上の差異の費用処理額  585 百万円

過去勤務債務の費用処理額  △   53 百万円

厚生年金の代行部分返上に伴う利益 △ 2,661 百万円

退職給付費用  △  1,223 百万円

(注) 1．勤務費用については、厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。 

   2．簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、勤務費用に計上しております。 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

退職給付見込額の期間配分方法  ポイント基準

割引率  1.60％  

期待運用収益率  2.50％  

過去勤務債務の額の処理年数  10 年  

数理計算上の差異の処理年数  10 年  

会計基準変更時差異の処理年数  1 年  

   

 


